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経済論叢 〔京都大 学)第165巻 第1・2号,2000年1・2月

先進諸国の市場調整パ ターン

宇 仁 宏 幸

20世 紀 初 め に資 本 主 義 は 大 転換 を とげ た 。す なわ ち,商 品 市 場 お よ び労働 市

場 の調 整 パ ター ンが 大 き く変 化 した 。 商 品価 格 や 賃 金 は,た ん に需 要 と供 給 の

ギ ャ.ップ に反 応 して 動 くもの で は な くな っ た。 こ の意 味 で20世 紀 の資 本 主 義 は

い わ ゆ る純 粋 市 場 経 済 とは か け は な れ た もの とな っ た。20世 紀 の 資 本 主 義 は当

初 は不 安 定 で あ った が,労 使 関係 の 転換 を経 て,.第2次 大 戦 後 に は先 進 諸 国 で

高 度経 済成 長 が 実 現 した 。 そ の 成 長 メ カ ニ ズム は フ ォー デ ィズ ム,あ るい は大

量 生 産 経 済 と して定 式 化 され て い る。 しか し,20世 紀 初 め の大 転 換 か ら約 百 年

近 く経 ち,フ ォー デ ィズ ムの 潜 在 力 は 涸 渇 しは じめ た。 また,一 方 で,近 年 の

情 報 通 信 技 術 の急 激 な発 展 や,途 上 国 の 工 業化,国 際資 本 移 動 の活 発 化 な ど に

よ って,資 本 主 義 の 市場 調 整 パ ター ンは,ふ た た び大 転 換 を と げつ つ あ る よ う

に もみ え る。 本 稿 の 目的 は,1970年 代 以 降 の 約30年 間 に お け る先 進 諸 国 の市 場

調 整 パ ター ンを実 証 的 に分 析 す る こ とで あ る,,第1節 で は,大 量 生 産 経 済 にお

け る市 場 調 整 パ ター ンを説 明 す る概 念 的 モ デ ル を示 す 。 第H節 で は,こ の モ デ

ルに も とづ い て,雇 用,賃 金,価 格 な ど主 要 変 数 の 産 出量 に 関す る弾 力 性 を計

測 す る。 そ して,先 進5力 国 の 市 場 調 整 パ ター ンの 国別 の差 異 お よ び時 間的 変

化 を 数量 的 に 明 らか にす る。 第1皿節 で は,国 別 の差 異 や 時 間 的変.化に影 響 して

い る制 度 的構 造 の違 い につ い て 考 察 す 翫,

本稿 の 主 な結 論 を先 に述 べ て お こ う。 本 稿 め 分析 に よ る と,5力 国 の う ち,.

米 国 は典 型 的 な.大量 生 産 経 済 の 市 場 調 整 パ ター ンに もっ と も近 い 。米 国以 外 の

4力 国 は,一 応 大 量 生 産 経 済 で は あ るが,賃 金 所得 や.雇用 な どの弾 力 性 や 調 整

速 度 にお い て,米 国 とはか な り異 な る。 しか し1980年 代 以 降,こ れ ら4力 国 に
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お い て労 働 市 場 の弾 力 化 が 起 き,米 国 との差 は縮 ま って い る。 労 働 市 場 が 弾 力

化 した 要 因 と して,労 働 に 関す る規 制 緩 和 や 女性 パ ー トタ イム労 働 の増 加 が あ

げ られ る 。 しか し男女 平 等 や パ ー トタ.イム労 働 の 平 等 取扱 の 制 度化 につ い て は

国 に よ って そ の形 態や 程 度 が 異 な り,そ れ が 先 進 諸 国 の 市 場調 整 の 多様 性 につ.

.な が って い る 。

1大 量生産経済の市場調整パターン

E・ ネ ル は,19世 紀 の 経 済 を 「ク ラ フ ト経 済 」,20世 紀 の 経 済 を 「大 量 生 産

経 済 」 と名 付 け,こ の.一.=つを と りま.く技 術 的,社 会 的 な条 件 は ま っ た く別 の も

ので あ り,そ の結 果 と して,第1表 に 示 す よ うに,市 場 調 整 パ ター ンが 根 本 的

に異 な る こ とを明 らか に して い る11。

まず,ク ラフ ト経 済 につ い て は次 の よ うに 描 か れ る 。 ス キ ル は職 人が 個 人 的

に保 有 して お り,親 か ら子 へ,ま た は親 方 か ら弟 子 へ と伝 承 さ れ る 。 生 産 は小

規模 で あ り,多 くは単 品生 産 や 受 注 生 産 で あ る。 作 業 を コ ン トロー ル して い る

の は熟練 労 働 者 を核 とす る作 業 集 団 で あ り,そ の メ ンバ ー は 固 定 的 で あ る 。動

力 は蒸気 機 関 な どで あ るが,そ の出 力 調 整 は簡 単 で は な い 。 した が って 雇用 量

と産 出 量 はか な り固定 的で あ る。 需 要 量 と供 給 量 の 不 一 致 は価 格 変 化 に よ って

調 整 され る。 好 況期 に は需 要超 過 の た め商 品 価 格 が 上 昇 す る。 不 況 期 に は 供 給

.超 過 の ため 商 品価 格 が低.ドす る。す なわ ち商 品価 格 は プ ロサ.イク リカル に変 動

す る。 名 目賃 金 も労働 市 場 の需 給 状 態 に応 じて変 動 し,好 況 期 に上 昇 し,不 況

期 に低 下 す る。 しか し,.ス キ ルや作 業 の コ ン トロー ルカ.を労 働 者 が 保 持 して い

る た め,既 存 労 働 者 の賃 金 率 の 変 更 は容 易 で は な く,名 目賃 金 は商 品価 格 よ り

も変動 が小 さ くな る。 そ の結 果,実 質賃 金 は カ ウ ン ターサ イ ク リカ ル に動 く。

つ ま り好 況 期 に低 下 し,不 況 期 に上 昇 す る。雇 用 量 は 固定 的 な た め,実 質 賃 金

率 と労働 時 間 と雇 用 量 の積 で あ る総 実 質 賃 金 所得 も カ ウ ン ター サ イ ク リカ ル に

1)Nell,E.,TheC㎝ ∬ 廊'τ 加 匪yqf昭r罠.呵br加 澤`ゴanalG戸o襯h,CambridgeUniversにyPress.

1998.
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第1表 ク ラ フ ト繰 済 と大量 生 産経 済 の市 場 調 整 パ ター ン

ク ラ フ ト 経 済 大 量 生 産 経 済

産.出 量 弱いプ ロサイ クル プロサ イクル(数 量調整).一...

雇 用 量 ノンサイクル(技 術的制度的に硬直的) プロサ イクル(技 術的制度的に可変的)

商 品 価 格 プロサ イクル 価 格調 整) 弱い カウンターサイ クル

〔マー クア ップ率 のカ レツキ的調整)

名 目賃 金 弱いプ ロサ イクル 非常 に弱い プロサ イクル

(物価と生産性へのインデ クセーション1

実 質 賃 金.カ ウンター・サ イクル プロサ イクル

総 実 質 カウンターサイ クル

賃金所得

プロサ イクル

実 質 消 費 カ ウ ン ター サ イ クル プロサ イクル

実 質 投 資 プ ロサイ クル プロサ イクル

総 需 要 安定的 不安定釣

出.所:.脚注1}に 示すネルの著書の記述をもとに筆者.が作成した、.循環的変動だけでなくトレン

ドについても違いがあるが,そ の説明は省略 した。

動 く。 総賃 金所 得 の ほぼ す べ て が 消 費 支 出 とな る とす れ ば,消 費 支 出 もカ ウ ン

ター サ イク リカ ル に動 く。 投 資 支 出 は,小 規模1場 を複 製す る とい う形 態 が 主

で あ る が,当 然,プ ロサ イ ク リカ ル に動 くの で,結 局,投 資 と消 費 は逆 方 向 に

動 く こ とに な る。 こ の よ う な投 資 と消 費 の 逆.方向 の動 きに よ り,そ の合 計 で あ

る経 済 全体 の総 需 要 の動 き は安 定 的 にな る。

以 ヒみ た よ うに,ク ラ フ ト経 済 にお い て は,ク ラ フ トベ ー ス の技 術 に起 因 し

て雇 用 量 と産 出量 は硬 直 的 で あ る。 そ して,商 品価 格 が フ レキ シ ブ ル に動 くこ

.とをつ う じて市 場 で の需 給 ギ ャ ップが 調整 され る。 この よ うな市 場 調 整 パ ター

ンは,マ ク ロ経 済 面 で の 実 物 的 安 定性 に つ なが って い る。 た だ し,実 物 面 で の.

安 定 的 な動 きは,当 時 の 脆 弱 な貨 幣 ・金融 シ.ステ ム に よ っ て妨 げ られ る こ とが

多 く,実 際 に は弱 い 安 定 性 しか 示 さな か った と ネル は述 べ る。

ネ ル に よれ ば,20世 紀 に支 配 的 にな った大 量 生 産 経 済 に お いて は,商 品 市 場

と労 働 市 場 の調 整 パ ター ンは 次 の よ うに な る。 テ ー ラー シ ス テ ムが 典 型 的 で あ



謬

.

門
ト

先進諸国の市場調整パターン(21)21

るが,生 産 に必 要 な ス キ ル は単 純化,半 熟練 化 され,マ ニ ュア ル に記 述 され た

り,機 械 に埋 め込 まれ た りす る。 作 業 を 統括 す るの は熟 練 労 働 者 で は な く管 理

者 で あ り,作 業 集 団 の メ ンバ ー の変 更 や,作 業量 に応 じた 人数 の変 更 も容 易 に

な る。 米 国 の レイ オ フ制 度 が 典 型 的 で あ るが,雇 用調 整 ル ー ル の確 立 も雇 用 量

の 調 整 を 容 易 に した 。 ま た,動 力 は電 力 が 中心 と な った た め,そ の 出力 の フ レ

キ シ ブ ル な調 整 も容易 に な つ.た。 こ う して大 量 生 産 経 済 にお い て は 雇 用 量 と産

出量 はか な りフ レキ シブ ル に な り,と もに プ ロサ イ ク リカ ル に変 動 す る よ.うに

な った 。 また,投 資 は 新 技 術 を 体化 した資 本 財 の導 入 をつ う じ て生 産 能 力 を 拡

大 す る とい う形 態 が 主 にな り,こ の よ うな投 資形 態 は 過剰 生産 能 力 を..般 化 し

た。 以 上 の よ うな条 件 下 で は,需 要 と供 給 の 不 一 致 は供 給 数量 の変 化 に よ って

調 整 され る。 価 格 の プ ロサ イ ク リカ ルな 上 下 運 動 は観 察 さ れ な くな り,ト レ ン

ド的 な上 昇傾 向 を示 す よ うに な る。 さ ら に,さ らに カ レ ッキ が 述 べ る よ うに,

寡 占企 業 が カ ウ ン ター ザ イ ク リカ ル にマ ー ク ア ップ率(生 産 コス トに対 す る利

潤 上 乗 せ 率)を 調 整 す る場 合(好 況 期 に は新 規 参 人 を 阻止 す る た め に マ ー ク

ア ップ率 を下 げ,不 況期 には共 通 費増 加 を カバ ーす るた め にマ ー ク ア ップ率 を

上 げ る場 合)に は,商 品価 格 は カ ウ ン ターサ イ ク リカ ル に変 動 す る こ とが 多 い 。

ま た,名 目賃 金 につ い て も,労 働 市 場 の需 給 状 態 が 及 ぼ す 影 響 は弱 ま り,団 体.

交 渉 を通 じて,物 価.ヒ昇 率 や 生 産性.ヒ昇 率 を 参照 して賃 金 炉 決 定 され る よ うに.

な る。 こ う して,名 目賃 金 につ い て も プ ロサ イ ク リ カル な上 下 運 動 は弱 くな り,

トレ ン 詩的 な 上昇 傾 向 を示 す よ うに な る。 以 上 の よ うな商 品価 格 の動 き と名 目

賃 金 の 動 きの結 果 と して,実 質賃 金 は プ ロサ イ ク リカ ル に変動 す る。 ま た,名

目賃 金 の上 昇 トレ ン ドは 生 産性L昇 率 の分 だ け,商 品価 格 の 上 昇 トレ ン ドよ り

も大 き いた め,そ の 分,実 質賃 金 も ヒ昇 トレ ン ドを持 つ 。 そ して 雇 用 量 が強 く

プ ロサ イ ク リカ ル に変 動 す るの で,総 実 質賃 金 所 得 もプ ロサ イ ク リカ ル に動 く。

消 費支 出 は賃 金 所 得 にか な り依 存 す るの で プ ロサ イ ク リカ ル に変 動 す る。 そ し

て い うまで もな く投 資 支 出 は景 気 に敏 感 に 反応 す る ので プ ロ サ イ ク リカ ル に動.

く。 この よ うに して,消 費支 出 と投 資.支出 が 同 じ方 向 に動 くよ うに な り.経 済
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全 体 の 総 需 要 の 動 きは不 安 定 に な る。 ネ ル は こ の よ うな か た ちの 累 積 的 な不 安

定 性 を 「乗 数 的 」 と表現 す る 。

以 上 み た よ うに,大 量 生 産経 済 に おい て は,大 量 生 産技 術 の 成立 とい う技 術

的 変 化 や レ イ オ フ制 度 や 団体 交 渉 制 度 な どの 制 度 的 変化 に起 因 して,雇 用 量 と

産 出 量 が フ レキ シブ ル に な る。 他 方で 商品価 格 の サ イ ク リ カル な変 動 は弱 ま る。

そ の結 果,市 場 に お け る需 給 ギ ャ ップ は,価 格 変化 を通 じてで は な く,数 早 変

化 を通 じて調 整 され る。 この よ う な市 場調 整 パ ター ンの変 化 が,マ ク ロ経 済 の.

実 物 的不 安 定 性 につ なが って い る。 た だ し実 際 に は,大 量 生 産 経 済 の実 物 面 で

の不 安 定 性 は,国 家 の ケ イ ンズ 主義 的経 済介 入 や 貨 幣 ・金 融 シ ス テ ムの 制 度 的

強 化 に よ っ て,軽 減 され て い る と ネル は述 べ る。

11市 場 調 整 パ ター ン の 計 測

以 下 で は,戦 後 の高 度成 長 が 終 焉 した1970年 代 以 降 にお け る,先 進 資 本.主義

諸 国 の 市 場調 整 パ ター ンを実 証 的 に分 析 す る。 主 な検 討 課 題 は,次 の3点 で あ

る。 第1は,第1表 に示 され る大 量 生 産 経 済 の 市 場 調 整 パ ター ンは1970年 代 以

降 に お い て も各 国 で 観 察 で き る のか とい う問 題 で あ る。 第2の 検 討 課 題 は,

1970年 代 か ら90年 代 に至 る約30年 間 にお い て,市 場 調 整 パ ター ンは 変 化 しつ つ

あ るのか..ま た,変 化 しつ つ あ る とす れ ば,ど の よ うに 変 化 して い る の か とい.

う問題 で あ る。 第3は,変 化 を もた ら した 要 因 は何 か とい う問題 で あ る 、

以 下 の よ うな方 法 で,市 場 調 整 パ ター ンを 計 測 した 。 先 進5力 国(米 国,日

本,ド イ ツ,フ ラ ンス,イ ギ リス).の 製 造 業 部 門 を.対象 と して,雇 用,賃 金 や

価 格 な ど主 要 変 数 の 「産 出 量 に 対 す る弾 力性 」 を計 測 した 。す なわ ち産 出量 が

1%変 化 した と きに 各 変 数 は 何%変.化 す るか を計 測 した 。 主 な手 順 は次 の 通 り

で あ る。

・主 要 変 数 の 四 半 期 デ ー タか ら変化 率(対 前 年 同期 比)を 算 出す る。

。yを.各 変 数 の変 化 率
,Xを 産 出量 変化 率 と して,推 定 式y=召+bXを 用

い たOLSに よ る推 定 を行 う。
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・時 間的 変化 を み るた め に,1960年 代 末 か ら90年 代 末 ま で の 約30年 間 を ほぼ

二 分 し,前 半 期 と後 半 期 につ い て計 測 す る。 各 期 間 は,景 気循 環 の谷 か ら

谷,あ るい は由 か ら山 とな る よ うに 各国 毎 に設 定 した 。 そ れ ぞ れ の期 に は

2つ 以 上 の循 環 が 含 まれ て い る。

・調 整 に 要す る時 間 を考 慮 し,Xに 関 して,ラ グ な し,半 年 ラ グ,一.一年 ラ

グの 三通 りの推 定 を行 い,そ の うち 決定 係 数 の最 も高 い もの を採 用 す る。

・詳 しい計 測 結 果 は,付 録 に 示 され て い る。 定 数 項 αにつ い て も産 出 量 変

化 率 の係 数 み につ い て も,大 部 分 の推 定 式 に お い て1%の 水 準 で 有 意 な

結 果 が 得 られ て い る 。

上 記 の推 定 式 に お け る係 数 みの大 き さが,各 変 数 の 弾 力 性 を あ らわ す 。 第

2表 は こ の弾 力 性 の 推 定 結 果 を ま とめ た もので あ る。.

第2表 を見 なが ら,こ の計 測結 果 の もつ 意 味 を検 討 しよ う。 数字 が プ ラ スの

場 合 は,そ の変 数 が プ ロサ イ ク リ カル に変 動 す る こ とを示 す 。 数字 が ゼ ロの場

合 は循 環 的 な変 動 は ま った くな い こ とを意 味す る。 数 字 が マ イ ナ スの場 合 は,

そ の 変数 が カ ウ ンタ ーサ イ ク リカ ル に変動 す る こ とを示 す 。 また 数 字 の 大 きさ

も意 味 を持 つ 。 た とえ ば産 出量 変 化 に応 じて雇 用 量 が変 化す るが,現 代 で は雇

用 保 障 の た め の 制度 や,雇 用 調 整 ルー ルが 存在 す るので,産 出量 の変 動 よ りも

雇 用 量 の 変 動 は小 さ くな る。 した が って 雇 用 量 の 産 出量 に対 す る弾 力 性 は1よ

りも小 さ い 値 とな る,、第2表 に は示 され て い ない が,付 録 の表 に お い て説 明変

数Xに サ ブ.イク スが 付 記 さ れ て い る場 合,そ の 大 きさ は ラ グを あ らわ す 。 た

とえば そ れ が一2で あ れ ば,産 出量 変 化 か ら2四 半 期 す なわ ち 半 年遅 れ て,雇

用 量 が 変 化 す る こ とを 示 す 。 した が っ て これ は調 整 速 度 の指 標 と して と らえ る

こ とが で きる。

第2表 に よ る と,次 の こ とが い え る 。

① 国別 の差 異

総 実 質賃 金 所 得 は5力 国 と もプ ロサ イ ク リ カル に 変動 して い る。 こ の点 で は
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第2表 主要変数の産出量 に対す る弾力性

米 国 イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス 口 本
,

前半 後半 前.半 後半 前半 後半 前半 後半 前半 後半

総実質賃金所得 o.96 0.90 0.48 0.45 0.75 0.76 0.35 0.44 021 0.45

雇 用 0.61 0.5s ⑪.33 0.53 o.41 0.61 0.25 O.37 0.20 o.20

労 働 時 間 0」8 o.21 ⑪.30 0.19 0.29 0.20 0.08 o.02 o.26 O.21

実 質 賃 金 率 D.17 O.13 _a .38 0.15 o.12 o.08 0.05 一D ,09 0.12

名 目 賃.金率 一〇.21 一 〇.78 一〇.B1 0.17 o.os 一 〇.26 0.21

消 費 者 物 価 一〇.18 一 〇
.35

一 〇
.64

一 〇
.52

一〇
.ユ4 一〇.08 一 〇.16 0.08

工業製品価格 一 〇.36 一 〇.34 一 〇、64 一 〇.37 o.34 0.14 o.61 0.61 O.20 0.21

労 働 生 産 性 0.19 0.2D O.41 0.36 0.41 0.26 O.70 0.72 0.64 D.70

注=空 欄 は1%水 準で有意で ないケースであ る。.景気循環 の.谷か ら谷(ま たは山か ら山}を 推定

期 間 としたので,期 間 は国毎 に異なるが,お おむね 前半531960年 代 末か ら即年代半ば まで,後

半は80年 代 半ばから90年 代末 までであ る。詳細な推計結果は附.表1-5に 記載 してあ る。

5力 国 と も大 量 生 産 経 済 の.市場 調 整 パ ター ンの基 本 的 特.徴を有 して い る。 しか

し,総 実 質 賃 金 所 得 の 弾力 性 の 大 きさ は 国 に よ っ てか な り異 な る。 この 違 い は

主 と して 雇 用 の 弾 力性 の差 に起 因す る。 第1表 で 示 した 大 量 生 産経 済 の 市場 調

整 パ ター ンに も っ と も近 い の は米 国で あ る。 また,調 整 速 度 に つ い て も国 に よ

る違 い が あ る 。調 整速.度 も米 国が も っ と も速 い 。

.② 時 間 的 変化

米 国 で は,す べ て の変 数 の弾 力 性 につ い て 大 きな変 化が み られ な い。 しか し,

他 の 諸 国 につ い て は労 働 市 場 にか か わ る変数 につ い て,弾 力 性 の上 昇 が み られ

る。 イギ リス,ド イ ツ,フ ラ ン スに お い て は雇 用 が 弾 力 化 して い る。 日本 で は

賃 金 が 弾 力 化 して い る。 この よ うな 変化 に よ り,80年 代 後 半以 降,フ ラ ンス と

日本 で は総 実 質 賃 金所.得の弾 力 性 が.ヒ拝 した。 米 国 との 差 は まだ か な りあ る と

はい え,典 型 的 な 大量 生産 経 済へ 一 歩 近 づ い た 。

1大 量生産経済の多様性

以 上 の2点 が もつ 意 味 につ い て 詳 し く述 べ よ う。 まず,ネ ル の議 論 に よれ ば,
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総実 質賃 金所 得 の プ ロ サ イ ク ル化 は,大 量 生 産経 済 が 潜在 的 に有 す る実 物 的不

安 定 性 の 基 本 原 因で あ る。米 国 に おい て は総 実 質 賃 金 所 得 の弾 力 性 は 約0.9で

あ り,産 出量 の変 動 とほぼ 同 じだ け賃 金 所 得 も変 動 す る。 しか し,日 本 の前 半

期 〔1975-86年)で は,0.21で あ り,産 出 量 が 変 化 して も,総 実 質賃 金 所 得 は

そ の5分 の1し か 変化 しな い。 す なわ ち実 物 的 不 安 定 性 に 関 して,日 本 と米 国

で は か な り大 きな 違 いが あ る。 また ドイ ツ,イ ギ リ ス,フ ラ ンス は,こ の順 で

米 国 と 日本 の 中 間 の値 を とる。

この よ うな 違 い を もた ら して い る主 な要 因 は,雇 用 の 弾 力性 の 差 で あ る。 よ

く知 られ て い る よ う に,景 気 変 動 に対 応 して 雇 用 量 を 調 整 す る方 法 は,国 に

よ って様 々 で あ る 。米 国 に お い て は レイ オ フ制 度 が 存 在 す る。 レ イ オ フの実 施

に際 して,労 働組.合 との交 渉 は必 要 で な く,レ イ オ フす る人 数 につ い て は経 営

者 の 判 断で 決 定 で きる 。 た だ し,だ れ を レイ オ フす るか につ い て は,先 任 権 に

従 って 自動 的 に 決 め られ る ので,経 営 者 の恣 意 的 選 別 の入 り込 む 余 地 は な い 。

この よ うな レ イオ フ制 度が あ る た め に,米 国 に おい て は,産 出 量.の変 化 に即 応

して 雇 用 量 を 調 整 す る こ とが可 能で あ る。 したが って 雇 用 量 の 弾 力 性 に つ い て

も米 国 が も っ と も大 きい 。

米 国 とは対 照 的 に 日本 に お い て は,景 気 後 退 時 で も雇 用 量 の 削 減 を抑 制 す る

様 々 な し くみ が存 在 す る 。 まず 労 使 双 方 が 共有 す る規 範 と して 「終 身雇 用」 と

い う理 念 が 存 在 す る。現 実 は こ の理 念 とか な り異 な り,雇 用 削 減 は 行 わ れ るの

で あ るが,雇 用 削 減 の 実施 を 制約 す る制 度 や 慣 行 が 日本 に は存 在 し,実 施 に 至

るま で に は か な りの 時 間 を 要す る。 景 気 が 後 退 し始 め た と き直 ち に雇 用 削 減 が

行 わ れ るの で は な く,操 業 短縮 や 配 転,出 向 な ど雇 用 契 約 を維 持 した 上 で の 調

整 が 先 行 す る。 ユ975年 に 成 立 した雇 用 保 険法 は,こ の よ う な調 整 の 期 間 中 に企

業 が 支 払 った 賃 金 の一.部 を助 成 す る こ と を定 め て お り,不 況 期 の 雇 用水 準 を 支

え る役 割 を 果 た して い る 。 日本 の大 企 業 が 人員 削 減 に踏 み 切 るの は,お お む ね

2年 間 赤 字 が 続 い た場 合 で あ る といわ れ てい る。 この よ う に 日本 で は産 出量 の

減 少 局 面 に お い て もか な りの期 間,.雇 用 量 は維 持 され る。90年 代 の 長期 不 況 を
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含 む後 半 期(1986-98年)に つ いて も,日 本 の 雇 用 の 弾 力 性 は0.2で あ り,変

化 はみ られ な い 。

商1吊価 格 の 弾 力性 につ い て も,国 別 に見 て,大 き な違 い が あ る。 商 品価 格 の

推 計 結 果 に お い て.は決定 係 数 が低 い ので,断 定 はで き ない が,次 の こ とが い え

る。 米 国 と イギ リス につ い て は消 費 者 物 価,工 業 製 品 価 格 と も カ ウ ン ター サ イ

ク リカ ルに 変動 して い る 。 これ は不 況 期 つ ま り供 給 超 過 局 面 で価 格 が トが り,

好 況 期 つ ま り需 要超 過局 面 で 価 格 が 下 が る こ と を意 味 す る。 これ に純 粋市 場 経

済 で 想 定 され る価 格 の 動 き とは ま っ た く逆 で あ る。 こ の よ うな 価 格 の カ ウ ン

ター サ イ ク リカ ル な動 きは,寡 占企 業 が 好 況 期 には 新 規 参 入 を阻IEす るた め に

マ ー ク ア ップ 率 を 下 げ,不 況 期 に は共 通 費 増 加 を カバ ー す るた め に マ ー クア ッ

プ率 を 上 げ る とい うカ レッ キ の説 明 と符 合 して い る。 ま た ドイ ツ と 日本 につ い

て は価 格 変動 は プ ロ サ イ ク リカ ルで あ るが,そ の 産 出 量 に対 す る弾 力 性 はか な.

り小 さ い 。 こ.れは 需 給 ギ ャ ッ プ に 反 応 して,価 格 が 動 く こ とに よ り,需 給

毫 ギャ・プが縮小していくとの 鵬 調整ではな く・額 と供給の府 撚 供糸合
数 量 の 変化 に よ っ て調 整 され る とい う数 量 調 整 が 商 品 市場 の 主 な調 整 パ ター ン 、

とな って い る こ とを示 唆 して い る。

付 録 の 表 にお い て説 明 変 数Xに 付 け られ て い るサ フ ィ ク スか ら,各 変 数 の 「

調 整 に 要す る お よ そ の時 間が わ か る。 米 国 は す べ て の変 数が サ フ ィク ス な しで

あ り,雇 用,労 働 時 間,賃 金,価 格 の 変 化 は,産 出量 変 化 に た い して時 間的 遅

れ が ほ とん どな い こ とが わ か る。 す な わ ち 米 国 は 調 整 の きわ め て速 い 国で あ る。

しか し,米 国以 外 の 国 にお い て は,と くに雇 用 や賃 金 は,産 出量 変 化 か ら半 年

あ る い は1年 遅 れ て 変 化 す る こ とが わ か る 。

2雇 用 と賃金の弾力化

米 国 につ い て は,第2表 の 前 半期 と後半 期.とで 変 化 が ほ とん ど ない 。 この 推

計 とは別 に,1949～70年 につ い て も推 計 を行 っ たが,そ の結 果 も第2表 の 数 字

と ほぼ 同様 で あ った 。 つ ま り,米 国 は戦 後 一 貫 して 典 型 的 な大 量 生 産経 済 に近
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.い調 整 パ ター ンを示 し,変 化 の 兆 候 はみ られ な い 。 しか し,他 の 諸 国 につ い て

は,前 半 期 と後.半期 を比 べ る とい くつ か の 変 数 の 弾力 性 が 変化 して い る。 イ ギ

リス,ド イ ツ,フ ラ ンス に おい て は雇 用 の弾 力 性 が増 加 して い る。後 半 期 の値

は.前半 期 の値 の約1.5倍 で あ る 。 一 方,こ れ らの 諸 国で は賃 金 の 弾 力 性 はわ ず

か で は あ るが 減 少 して い る 。 こ れ とは.反対 に,日 本 にお い て は,雇 用 の 弾力 性

には 変 化 が な い が,賃 金 が弾 力 化 して い る。 す なわ ち 日本 の名 目賃 金 と実 質 賃

金 は前 半 期 に は弱 い カ ウ ン ター サ イ ク リカ ル な変 動 を示 してい た が,後 半 期 に

は,弱 い プ ロサ イ ク リカル な 変 動 に な っ た 。 この よ う に米 国以 外 の4力 国 にお

い て は,労 働 市 場 の 調 整 が よ り弾 力 的 に な っ た 。総 実 質賃 金 所 得 の弾 力 性 をみ

る と,米 国,.イ ギ リス,ド イ ツで は ほ ぼ 不 変 で あ るが,フ ラ ンス と 日本 で は増

加 してい る。 す なわ ち,80年 代 後 半 以 降 フ ラ ンス と 日本 で は,米 国 との差 は ま

だか な りあ る とはい え,実 物 的 不 安 定 性 が 高 ま り,典 型 的大 量 生 産経 済へ 一 歩

近づ い た 。 ま とめ る と,典 型 的 大 量 生 産 経 済 へ の 収 斂 傾 向 は 認 め られ る が,大

量 生 産経 済 の市 場 調 整 パ ター ンが,別 の 調 整 パ ター ンへ 転 換 す る兆候 は,ど の

国 にお い て もま だ認 め られ ない 。

H豆 労働市場弾力化の制度的要因

以 下 で は,80年 代 半 ば を境 に労 働 市 場 の調 整 が なぜ 弾 力 化 した の か とい う問

題 を考 察 した い 。 この 問 題 に加 え て,な ぜ 米 国 の弾 力 性 に は変 化 が なか った の

か,ま た なぜ イ ギ リス,ド イ ツ,フ ラ ンスで は雇 用 が 弾 力 化 し,日 本 で は賃 金
'

が 弾 力 化 した のか につ い て も検 討 した い 。

1980年 代,と くに ヨー ロ ッパ 諸 国 で は,70年 代 以 降 の失 業 率 の上 昇 を背 景 に,

「労 働 の フ レ キ シ ビ リテ ィ」 に 関 す る議 論 が 盛 ん に行 わ れ た%そ して 労働 に

関 す る規 制緩 和 を含 むか な り大 き な法 制 度改 革 が 多 くの 国 に お い て実 施 され た 。

また 「労働 力 の 女性 化」 や パ ー トタイ ム労働 の増 加 が 進行 した の も この時 期 の

盆)B;y。 瓜R、 〔。d.),丁 届 ・・πゐノb・.LabourMarketFlrz(bility,Clarend。 ・P・ 　 ,0血d,1988・

(井 上 泰 夫 訳 「第 二 の 大 転 換 」 藤 原 書 店.1992年)。
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特 徴 で あ る。

最初 に80A,代 の イ ギ リ ス,ド.イ ッ;ブ ラ ンス に お け る労 働 法 制 度 改 革 の 内 容

を 簡単 にみ て お こ う。 イ ギ リス で は1979年 の サ ッチ ャー政 権 成 立 以 降,労 働 条

件 決定 シス テ ムの 再 編 成 が 始 ま るヨ〕。 以 前 は 産業 横 断 的 あ るい は地 域 横 断 的 な

労 働 条 件 決 定,お よ び公 務 部 門 労働 条件 の民 間部 門へ の準 拠 を保 障 す る制 度 が

存 在 したが,1980年 以 降 この よ うな制 度 は廃 ⊥ヒされ てい く。 また 公 務 部 門 の 民

営 化 や 独 立 行 政 法 人 化 が 進 め られ た結 果,公 務 部 門 の雇 用 保 障 は縮 減 され,人

員 削 減 や 外 注 化,パ ー トタ イ ム労 働 の 導.入な どが 行 わ れ た。 ユ980年 雇 用 法 や

1985年 不 公 正 解 雇 令 は,労 働 者保 護 の 適用 除外 を拡 大 した た め,パ ー トタ イ ム

労 働 者 な ど は不 公 正 解雇 の救 済対 象か ら外 され た。

ドイ ヅで も,1982年 に 成 立 した 保守 中道 政 権 が,国 際競 争 力 の 強 化 や 失業 対

策 の た め,労 働 規 制 の 緩 和 を進 め た㌔.1985年 に制 定 さ れ た 就 業 促 進 法 に よ っ

て18ヶ 丹 まで の 期 限付 き労働 契約 が可 能 に な っ た。 また 労 働 者 派 遣 法 も同 時 に

改 正 され,同 一 使 用 者 へ の 派遣 期 間が3ヶ 月か ら6ヶ 月 に延 長 さ れ た 。 解雇 制

限 法 は.淀 人 数 以..ヒの解 雇 に つ い て は,経 営 協 議 会 との協 議 や 職 業安 定 所 へ の

届 出 を義 務 づ けて い るが,1985年 の改 正 に よ っ て,労 働 時 間A10時 間,月45時

間未 満 の 労働 者 は,上 記 の 人数 に は算 入 され ない こ と に な った 。

フ ラ ン.スで は,1981年 の ミ ッテ ラ ン政 権 成.立当 初 は オー ル 一 法 と呼 ば れ る労

働 者 の 権 利 を高 め る方 向で の規 制 強 化 が 実 施 され た 。 しか し,当 初 の拡 張 的経

済 政 策 が失 敗 し,社 会党 政 権 は政 策 転 換 を行 う。 緊縮 的政 策へ の転 換 に あわ せ

て,労 働 に か か わ る規 制 の緩 和 が 行 わ れ て い く。 コ ア ビ タ シ ョン(保 革 共存)

の下 で,1987年 に,経 済 的解 雇 の行 政 許 可 制 が廃 止 さ れ る。.また 同 じ年 に,期

限 付 き労働 契約 や 派 遣 労 働 につ い て の規 制緩 和 が 実施 さ れ た。 ま た労 働 時 間 の

柔 軟 な 編 成 も可 能 に な っ た%

3)古 川陽二 「イギリスにおけ る労働法の規制緩和 と弾 力化 」「日本労働法学会誌」93号,1999年 。

4,和 山肇 「ドイツ労働法の変容一i『日本労働法学会誌』93号,/999年 。

5)盛 誠吾 「7ラ ンスにおけ る労働法 の規 制緩和 と弾力化」『日本労 働法学会誌』 ひ3号,1999年 。

盛によれば,フ ラ ンスの法的規制 の緩 和は,労 使交 渉を通 じた新 たな規 制方式 の華人 を とも/
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第3表.雇 用者 にしめ るパー トタイム労働者 の割合.

(29)29

男 女

1973 1983 1995 1973 1983 1995

米 国

イ ギ リス

ド イ ツ

フ ラ ンス

日 本

8.6

2.3

1.8

1.7

6.8

10.8.

3.3

1.7

2.5

7.3

11.D

7.7

3.6

5.0

10.ユ

26.8

39.1

24.4

12.9

25.ユ

28.1

42.4

30.0

20.1

29.8

27.4

44.3

33.8

28.9

34.9

出所=OECD,TheOECDE〃 ψ ㊥ 初εη`〔Juttook13J6',Pa■is,1996,P」90・

以 上 の よ うな 規 制 緩和 は,女 性 パ ー トタ イム労 働 を増 加 させ た 需 要 側 要 因 の

ひ とつ で あ る。 女性 パ ー トタ イム労 働 を増 加 させ た 他 の 需 要 諸 要 因 や 供給 側 要

因 につ い て は 省 略 し,こ れ ら5力 国 に お け る雇 用 者 全 体 に 占め るパ ー トタ イ ム

労 働 者 の割.含の 変 化 を第3表 で 確 認 して お こ デ 。 パ ー トタ イ ム労 働 者 は圧 倒

的 に女 性 で あ り,ま た と くに ドイ ツ,フ ラ ンス,日 本 に おい て 顕 著 な 増 加 が み

られ る。

しか し,こ れ らの 諸 国 で は,上 記 の よ う な規 制 緩 和 や 弾 力 化 が 進 行 す る一 方

で,男 女 平 等 や パ ー トタイ ム労 働 とフ ル タ イ ム労 働 の平 等 取 扱 にか か わ る規 制

は強.化され て い る。 イギ リス で は平 等 賃 金 法,性 差 別 禁 止 法 はそ れ ぞ れ1984年

と1986年 に 改 正 さ れ,労 働 者 の権 利 が 拡 充 され た。 ドイ ツの1985年 就 業 促 進 法

は パ ー トタ イム 労働 の 平等 取扱 を義 務 づ け た。 フ ラ ン スで111981年 に平 等 取扱

原 則 が 法 文 化 さ れ て い る㌔

一 方
,80年 代 の 米 国 で は,レ ー ガ ン政 権 の下 で 経 済 分 野 の 規 制 緩和 が 進 展 し

た に もか か わ らず,労 働 につ い て は め だ った 規 制 緩 和 は な か った昌}。そ の理 由

＼なった点が特徴的であるという。たとえば解雇の行政許可制は廃止されたが,従 業員代表制度が

関与する整理解雇手続は強化された。また労働時間を弾力化するためには労働協約の締結が必要

となった。

6)女 性パー トタイム労働を増加させた諸要因については,竹 中恵美r・『戦後.女子労働史論』有斐

閣,1994年,第8章 を参照されたい。

7)菅 野和夫 ・諏訪康雄 「パートタイム労働と均等待遇原則」(北村一郎編 「現代ヨーロッパ法の

展望」東京大学出版会,/998年),
8)中 窪裕也 「労働法の規制緩和 と弾力化.ア メリカ」「日本労働法学会誌」93号,1999年,ノ
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は米 国 で は も と も と労 働 条 件 に 関す る規 制 が 少 ない こ と にあ る。使 用 者 は随 意

的 雇 用 原 則 に も とつ く解 雇 の 自 由 を有 す る。 派遣 労働 に 関 す る法 的規 制 も きわ

め て 少 な い 。 人 種,性 別,宗 教,出 身 国,年 齢,妊 娠,障 害 な どに よ る雇 用 差

別 を禁 止 す る法 律 は しだ い に拡 充 され て い るが,パ ー トタ イ ム労 働 の低 い賃 金,

労働 条件 は差 別 で あ る とはみ な され な い 。

日本 で は1975年 に成 立 した 雇 川 保 険 法 な どの法 的措 揖 や.労 働 時 間調 整 や 配

置 転換 を先 行 させ る労 働 協 約 や い わ ゆ る終 身雇 用 慣 行 が存 在 し,正 規 社 員の 雇

用 保 障 に 関 して は,米 国 と大 きな 違 い が あ る。 これ らの雇 用 保 障 の仕 組 み を見 』

直 そ う とい う議 論 は常 にあ るが,実 現 には至 って い な い。 ・方,期 限付 き労 働

や パ ー トタ イム労 働 に関 す る規 制 は も と も とほ とん どな い ため,こ の点 で は米

.国 と同様 に めだ った 変 化 はな か った 。1986年 労 働 者 派 遣 法 の施 行 に よ り,特 定

の専 門 的業 務 に限 定 して 派 遣 労働 が 正式 に認 め られ た。 ま た 同年 に は,採 用 や

処 遇 の男 女 平 等 を促 進 す る こ とを 目的 と して男 女 雇 用 機 会 均 等 法 が 実 施 され た 。

均 等 法 の成 立 とと も に,労 働基 準 法 上 の女 子 保 護 規 定 の.部 が 緩 和 され た 。 し

か し平 等 賃 金 の基 準 とな る産業 横 断 的 な賃 金 率 が も と も と存 在 しない こ とや,

パ ー トタイ ム労働 の低 い賃 金,労 働 条 件 が 容 認 され て い る こ ともあ り,均 等 法

施 行 後 も賃 金,労 働 条件 の男 女 格 差 は それ ほ ど縮 小 して い ない 。

以 上 み て きた よ うな 各 国 の制 度 的変 化 や 女 性 パ ー トタイ ム比 率 の 考 慮 す る と,

第2表 で 示 され る雇用,賃 金 の弾 力 性 の変 化 が か な り理 解 で き る。 米 国 で は め

だ った 制 度 的 変化 は な く,女 性 パ ー トタイ ム比 率 の 変.化 も小 さ い 。 これ らは,

米 国 の 雇 用,賃 金 の弾 力 性 が ほ とん ど変 わ って い な い こ と を説 明 す る。 米 国 以.

外 の4力 国 で は,雇 用 保 障 を弱 めた り,パ ー トタ イム 労 働 や 派 遣 労 働 の 利用 を

促 進 す るた め の制 度 改 革 が 実 施 され た 。 また 実 際 に70年 代 か ら90年 代 に か け て

.女性 パ ー トタ イム比 率 も大 幅 に増 加 した 。 これ らは 雇 用 の 弾 力性 を増 加 させ る

＼米国 においては,法 で はなく労働 協約が、使用 者の恣意を制 限 して,労 働 者の利益 を守 る役割 を

果た している。労働組合の組織率低下によって,労 働 協約がカバーす る範 囲は しだ いに狭 まって

いる という。
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第4表 男 女別屋用量の産出量に対す る弾力性

(31)31

日 本 米 国 ド イ ツ

前半 後半 前半 後半 1977-87

男性雇用量

女性雇用量

o.18

0.35

O.14

D.42

0.54

0.79

0.59

0.51

D.36

0.38

注:す べ て の推 定 値 は1%水 準 で 有意 で あ る 。 日ポ と米 国 の 推 定 期 間 お よ

び デ ー タ ソー スは 附 表112と 同 じで あ る.ド イ ツの 製 造 業 男 女 別 屋 用

量 はILO,β,,!姓fη`ゾ.ム"ルoε`,.5如 播 諦wに よ るが,1977年 第1四 半 期 ～

87年 第4四 半 期 の デ ー タ しか得 られ な か った 。 説 明 変 数 で あ る産 出 量 変

化 率 の ラグ は,日 本 と ド イ ツに つ い て は2四 半 期,米 国 につ い て は ゼ ロ

と した。

第5表 男女別名 目賃金 ρ)産出量に対す る弾力性

u本 ド イ ツ

前半 後半 前半 後半
幽

男 性 名 目 賃 金

女 性 名 目 賃 金

一 〇 ,25

… 一 〇
.22

0.}6

0』1

D.16

10.18

O.08

0.09

注=す べ ての推定値 は1%水 準 で有意である。推 定期間お よびデー タソー

スは附表2,言 と同 じである.た だ し,ド イ ツの製造業男女別タ1目賃金

はILO.魚!餌 餉 げ 盈 ゐ側r5``ぬ ∫々 f∫による。説 明変数であ る産出量変

化率 の ラグは,日 本 については2四 半期,ド イツについて は4四 半期 と

した。

はず で あ る。.・.

しか し第2表 で は イ ギ リス,ド イ ツ,フ ラ ンス に お い て は雇 用 の弾 力 性 が 増

加 して い るが,日 本 につ い て は変 化 が 見 られ ない 。 この 問題 を解 明す るた め に,

日本,米 国,ド イ ツにつ い て,男 女 別 に雇 用 の弾 力性 を計 測 した 。結 果 は 第4

表 の 通 りで あ る。 日本 で は80年 代 半 ば を境 と して,男 性 雇 用 の弾 力性 ほ減 少 し,

女 性 雇 用 の弾 力性 は増 加 して い る。 そ の結 果,第2表 で 見 た よ うに男 女計 で の

弾 力 性 は不 変 に維 持 さ れ て い るが,雇 用 の弾 力 性 の男 女格 差 は増 加 して い る。

米 国で は70年 代 は女 性 の 雇 用 の 弾 力性 は か な り大 き く,男 女 格 差 が あ った が,

so年 代 以 降 につ い て は女 性 の 雇 用 の 弾 力性 は 小 さ くな った結 果,男 性 の値 を少

し下 回 っ て い る。 ドイ ツ につ い て はほ とん ど男 女 格差 は な い。 欧米 と比 較 して
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日本 で は.男女 平 等 の法 制 化 が 遅 れ,ま た そ の 法 的 強 制 力 も弱 い こ とが この よ う

な違 い を 生 み 出 して い る。 結 局,日 本 にお い て は 男 性 正 規 社 員 の 高 い 雇用 保 障

は,女 性 パ ー トタイ ム労 働 の弾 力 的 な 増 減 を通 じて 確 保 さ れ て い る 。 ま た80年

代 半 ば以 降,こ の傾 向 は強 ま った とい え る。

この よ うな傾 向 は 日本 にお け る賃 金 の 弾 力 化 に 関 して もい え る 。 第5表 は 日

本 と ドイ ツの男 女 別 名 目賃 金 の 弾 力 性 を示 して い る 。 日本 で は,80年 代 半 ば を

境 と して男 女 と も名 目賃 金 は プ ロサ イ ク リ カル な 変 動 に 変 わ っ た 。賃 金 の弾 力

性 の 大 きさ を塊 べ る と,雇 用 の 弾 力 性 ほ ど顕 著 で は な い が,女 性 の方 が男 性 よ

りも大 きい。 ドイ ツで も賃 金 の 弾 力 性 に 男 女 差 が あ る が,日 本 よ り も小 さ い。

日本 の賃 金 調 整 が弾 力 化 した 理 由 につ い て,詳 し くは別 稿'[を 参 照 して ほ し

い が,簡 単 に説 明 す る と次 の 通 りで あ る。 この弾 力 化 は労 働 市 場 の需 給 状 態 の

賃 金 に対 す る直 接 的 影 響 力 が 高 ま る とい う形 で 起 きて い る。 と くに女 性 賃 金 に

対 す る労 働 市 場 需 給 状 態 の 影 響 が 高 ま った 。 そ の原 因 は,以 下 の よ うな事 情 に

よ り,9本 のパ ー トタ イ ム賃 金 は 労働 市場 の 需給 状 態 に よ っ て直 接 大 き く左 右

され るか らで あ る。 パ ー トタ イム 労働 者 の平 等 取 扱 原 則 が 法 制化 され てい る フ

ラ ンスや ドイ ツな どで は,時 間 当 た り賃 金 は フ ル タ.イム労 働 者 と ほぼ 同一 の賃

率 で 計 算 さ れ る10〕。 した が っ てパ ー トタ.イム労 働 者 の.賃上 げ 率 も,労 使 交 渉 で

決 ま る フ ル タ イ ム労 働 者 と同 等 で あ る 。実 際,フ ラ ンスや ドイ ツで も女 性 パ ー

トタイ ム労 働 は増 加 して い る が,第2表 で は賃 金 の弾 力 化 は生 じてい ない 。 む

しろ弾 力 性 は低 下 して い る。 しか し 日本で は平 等 取 扱 原 則 が 法 制 化 され て お ら

ず,フ ル タ イ ム労 働 者 の 賃 ヒげ を パ ー トタ.イム労 働 者 に波 及 させ る法 制 度 が な

い 。 また 日本 で は 労 使 交 渉 で の 合 意 が適 用 され る範 囲 は,労 働 組 合 員 にほ ぼ 限

られ て お り,し か もパ ー トタイ ム労 働 者 の労 働 組 合 組 織 率 は極 め て低 い た め,

9)宇 仁宏幸 「日本経済の不安定化 とジ」.ンダー構造」(竹中恵美子編 「労働とジェンダー」明石

書店,近 刊,所 収)。

10)製 造業における,賞'」・などを含む総収.入の時間当たりの値で,女 惟フルタイム労働者と女性

パー トタイム労働者を比較すると,1995年 において前者を100として,後 者は,7ラ ンス96.7.

ドイツ82.3,イ ギリス83.6である 〔OECD,Th.,OECDEmploymentOudwk1999,Pnd,,1999,

p.37.)。労働省 「賃金構造基本統計調査』か・≡)算出すると,同 年の日本の値は65.9である。
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パ ー トタイ ム労 働 者 は集 団 的 交 渉力 を持 って い な い%こ の よ うな状 況 下 で,

パ ー トタイ ム賃 金 は 当 該 地 域 に お け る 労働 市 場 の需 給 状 態 の影 響 を直 接 強 く受

け,プ ロサ イ ク リカ ル に変 動 す る。 そ して 女性 労働 全体 に 占 め るパ ー トタ イ ム

労 働 の比 率 が 高 ま る と,パ ー トタイム 賃 金 の プ ロサ イ ク リカ ル な変 動 が,女 性

全 体 の賃 金 変動 に も大 きな影 響 をお よぼ す こ とに な る。

IV結 論

以 上 の分 析 を要約 して お こ う。 先 進5力 国 の1970年 代 以 降 約30年 間 の市 場 調

整 パ ター ンに関 す る定型 化 され た 事 実 と して 次 の4点 を あ げ る こ とが で きる 。

第1に,米 国 は戦 後 一貫 して典 型 的 な大 量 生 産 経 済 に最 も近 い 市 場 調 整 パ ター.

ンを示 す 。 第2に,米 国 以外 の4力 国 は,一 応 大 量 生 産 経 済 で は あ るが,賃 金

所 得 や 雇 用.な どの 弾 力 性 や 調 整 速 度 が,米 国 よ り もか な り小 さい 。 第3に,

1980年 代 以 降,米 国以 外 の4力 国 にお い て は,労 働 市 場 の弾 力 化 が 起 き,米 国

との差 は縮 ま って い る。 第4に,労 働 に関 す る規 制 緩 和 や 女性 パ ー トタイ 拳労

働 の増 加 が労 働 市 場 弾 力 化 の要 因で あ る。 男 女 平等 や パ ー トタイ ム労 働 者 の平

婁 等取 扱 を どの程 度 どの よ うに制 度 的 に保 障 す るか は,同 に よっ てか な り大 き く

異 な る。 これ が先 進 諸 国 の市 場 調 整 に な お存在 す る国 別 多様 性 につ なが?て い

るひ

最 後 に,こ の よ うな市 場 調 整 パ ター ンの変 化 にか か わ る経 済 政 策 につ い て簡

単 に述 べ て お こ う。

第1に,投 資 と消 費 が と もに プ ロサ イ ク リカ ル に変 動 す る とい う こ とは,.大

量 生 産 経 済 が 実 物 面 で 潜 在 的 な 不安 定性 を もつ こ とを意 味 す る。 しか し現 代 の

.先 進 諸 国 に お いて は金 融 シ ス テ ムや 財 政 シ ステ ム が不 安 定 性 の顕 在 化 を抑 え る

役 割 を果 た して い る。 した が って 日本 な ど,賃 金所 得 の弾 力 性 が 増 加 傾 向 にあ

.,..11)フ ラ ン.スや ドイ ツで も労 働 組 合 組 織 率 〔19901F)は,そ れ ぞ れ10%.32%と 低 い が.労 使 交 渉

で の 合 意 が 適 用 さ れ る 範 囲 は,全 労 働 者 の92%,90%と 高 い。 〔OECD、7■ 畑(,ECDE〃=飾 」一

〃`θど`ひ㍑ε'Ooた1994,Pi土ris、1994,P.173.:.
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る 国 に おい て は,金 融 シス テ ムや 財 政 シ ス テ ムが もつ ビ ル ド ・イ ン ・ス タ ビ ラ.

イ ザ ー機 能 を高 度 化 す る こ とが必 要 とな るだ ろ う。

第2に,マ ク ロ経 済 の 動 態 を分 析 す る場 合 に は,長 期 的 に進行 す る構 造 変 化

を無 視 す る こ とが で きな い 。 そ して,雇 用 が 非 弾 力 的 で 賃 金 が弾 力 的 な経 済 と,

逆 に雇 用 が 弾 力 的 で 賃 金 が非 弾 力 的 な経 済 とは,構 造 変 化 が資 本 蓄積 に 及ぼ す

影 響 が 異 な る。 本稿 で は 詳 し く述 べ る 余裕 が ない が,前 者 に お い て は,最 終 需

要 の構 造 変 化 が 進 行 す る場 合 に は,部 門 間 の生 産性 上 昇 率 格差 が発 生 し,そ れ

が 資 本 蓄 積 の加 速 や 減速 を もた らす1%第 皿節 で み た よ うに イ ギ リス,フ ラ ン

ス,ド イ ツで は 雇 用 が 弾 力化 して い る の に対 し,日 本 で は,賃 金が 弾 力 化 して

い る。 この よ うな弾 力 化形 態 の違 い は,構 造 変 化 が進 行 す る場 合 に は,経 済 成

長 率 の 差 とな って あ らわ れ る可 能 性 が あ る。

第3に,日 本 は,男 女 格 差 とパ ー トタイ ム労働 の不 平等 な取 扱 とを維 持 して

い る点 で 欧 米 とは異 な る。 日本 に おい て 雇用 全体 の弾 力 性 は 国際 的 にみ て低 く

維 持 され て い るが,雇 用 の弾 力 性 の男 女 格差 は拡 大 して い る。 経 済 以 外 の分 野

で も男 女 平 等 化 がす す む流 れ の 中で,こ の よ うな格 差 が 今後 も持 続 す る とは考

え に くい 。 日本 が雇 用 保 障 を重視 した経 済 を 今後 もめ ざす 場 合,ジ ェ ンダー 的

公 正 と両 立 す るよ うな雇 用 保 障 の し くみ をつ く りだす こ とが 必 要 とな るで あ ろ

う。

12)宇 仁宏幸 「構造変化 と資本蓄積』有斐 閣,1998年.第5章 。
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付 録 デ ー タの 出 所 と推 計 結 果

デー タソースは各表の注に示されている。すべ て四半期 データを使用 した。説明変数.
のXは ・ 産 出量変 化 率で あ る・ これ を含 め てすべ て の変 化 轍 村 前 鯛 期 比(単

位:%)を 鵬 した試 の下のo内 は 埴 を示す
.R・ は 舳 度修 正済み瀧 係数

であ る。 変数名 に付 記 され てい る*と**は それ ぞれCh
owテ ス トの結 果が5%と

1%の 有意水準で有意であ ることを示 す,,

.

監
.

附表1日 本の推定結果

被 説 明 変 数

総実 質賃金所得

変化率**

雇用量変化率

労働時間変化率*

実質賃金変化率 料

名目賃金 変化率 林

消費.者物価変化率料

工業製品卸売物価

変化率 綿 「

1975:1-1986

・糊
ユ986:1Y一 ユ999:II

軌3十 〇,21X-2

(0.7)(4.0)

0.4十 〇,45X-x==0 .58

(1,5)(8,4)

一1
.1十 〇.20X-2RZ=044

(一4.5)(6.2) ヨ亜.
一 〇

.s十 〇.20X_2R2=0.28

(一2.2)(4.5)

一 〇
.6十 〇.26X

.(一4.6)(1ヨ.2)

R2=0,79 一1.0十D.21XRa=O ,47

(一6.4)〔6.7)

1.4-0.09♪(一zR2=0 .02

(3.1)

.謡
労働生産性変化率

(10.2)

L(2.1)(1.s)
1.4+0.64X
(5.2)(16.8)

1.9十 〇.]2X-2

(7.5)(2.5)

3.D→一 〇.21)ぐ一2

〔9.1)(3.2)

1.1十 〇.08X_ビ

〔.2.5)

1.L十 〇,11X _黎

(4.7)(2.3)

R2=O.09

R2=0.16

R2=0,10

R'=0.07

91砿=2RX

9ウ

o

乳

7

2
　
ご
　

〇十

鋤

3

・

・
8

1
.
〔
.

6溜0=
ワ
ほR

注:産 出量:鉱 工業撞 指数 〔腱 割 鉱⊥業指数年割)潅 腸 ・製牒 輯 脚 指蜘 捌

者 侮 脚 労統調 査L蹴 以上事業所〕,労 購 臥 製造羅 実労鱗 間 、:肚書:㌧網 賃
金 難 業現金給辮 儲 数/珈 動醐 ・・… 緬 定外労働 間膜 質賃金 、名目齢/消

賭 物価請 儲 物価 ・船蛸 賭 物価措数(繍 庁 階 酬 物価指数欄)
,工 業製,陥廃物価:工 業製品卸売物価指数(

躰 銀行統計局r物 儲 辮 報』)渓 質癩 金所得 、瑚 量。
王人当たり名目賃金/消 費者物価。
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附表2米 国の推定結果

第165巻 第1・2号

被 説 明 変 数 1969:W-1979:1V 1980:1-1999:W

総実質賃金所得
変化率林

一2
、2十 〇.96XR2=〔 〕.95

(一8.5)(28.9)

一3 .7十 〇.90XR2=0.91

〔一21.9)(28.1)

雇.用量変化率綿 一1.5十 〇.61XRZ=0.83

(一4.5)(13.8)

一2 .4十 〇.56XR2=D.75

(一12.5)(15.6)...一

労働時間変化率 一 〇.7十 〇.18XR2=0.66

(一4.6)(8.8)

一 〇
.5十 〇.21XR2=0.45

(一3.6)(8.5)

実質賃金変化率榊 0.O十 〇.17xx2=o.30

〔O.05)(4.3)

一〇,9十 〇.13XR2=0.ユ5

(一5.1)(3.9)

名 目賃金変化率緋 7.6十 〇,002.XR2一 一 〇.03

(29.9:(0.05)

4,4-0.21XR2幕0.16

(16.1)(一4.0)

消費者物師変化率綿 .. 7.7-Oユ8XR2三 〇.19

(18.ユ)〔一3.2)

5.4-O.35XR2=O.25

(15.4>(一5.3)

..工業製品卸売物価

変化率 榊

9.6-O.36XR2=0,14

〔9.7)〔 一2.7)

..四
3.7-O,34XR一=0.09

(6.3)(一3.の

労働生産性変化率 寧 2,2十 〇.19XR'=0,4〔}

(7.7)(5.2)

2.B十 〇,20XR2二 〇28

(15,8)〔5.7)

注;産 出量:製 造業 生産指 数(FRB,ん 伽 ∫所説P㎞ ぬ 画 閉 盈ゴ㍑顔,雇 用量=製 造業雇 用者数

(BLS、Nα 加 昭 ごE"zμ。ッ醒,,。、4H伽r∫ 朋4加 η犀加盗),労 働時間:製 造 業生産労働.各週当た り労

働時 間 協 磁),名 目賃 金;製 造業 生産労働 者時間当た り収.入(]bid.),実 質賃 金=名 口賃金/

消費者物価,消 費者物価:総 合消費.者物価指 数 嘔LS,Co・ 酬"撚 痔廊1屈 猷τ8∫),工業 製品卸売

物価=工 業 製品生産者価格指数(BLS,凸 η画 σ6'.P,.'躍如漉耀)1,実 質総賃金所得:雇 用量X労

働時 間×実質.賃金。



附表3ド.イ ッの推定結果

先 進諸国 の市場調整 パター ン (37}37

被 説 明 変 数 197ユ=W一..1983皿 1983田 一1996:H

総実.質賃.金所得.
変化率

雇用量変化率

(一4.4)

一2 .3十 〇.41X-zR2=0.71

(一12.6>〔10.6)

75x-2
(10.4)

R2=0.70. 一〇,

(一

.讐

一〇.9十 〇,76x-2R2三 〇,54

(一2.1)(7,8>

一22十Q .61X-A`;0.54

(一6,2)(7.8)

労働時間変化率 一〇.8十 〇.29X

(一5.9)〔10.2)

k'=0.69
一 〇

.8.←0.2〔}X

(一4、7)(5.1)

R'=0.33

実質賃.金変化率変化率 1.6+0.15X_4
(5.9)(2,7)

R2=O.12 1.8+0.12X-4

(9.o)(2.9〕一

変化率 榊. 6.呂+O.17X-4

(20.2)(2.3)

R2=O.09 4.2+0.Osx-4

〔22.3)〔2.O:)

価変 化率** 5.2-0.04x

〔25.1)〔 一 〇.8)

R2=一 〇.01 2.3-0.06X

(12.1)←1.3)

一.
卸売物価

変化率**

4.6+0.24X-2
(9.3)(2.3)

R2=0,08 1,0+0.14x_.,

(4.3)(2.8)

H`=0.12

R2;⑪.05

Rz=0.01

R2=O,12

労働生産性変化率 3,0十 〇,41x

(9.4)〔:β.2)

つ
R一 ≡0.45 3.1十 〇.26X

(7,6)(2.8)

R2=0.12

如雌 であ る。産.出量 二製造 業生産指腔:す べて のデー.タソースはOECD,M出 ηE田'副 η盆 踊4加

数,雇 用 量:製 造 業雇 用者数,労 働時 間;製 造業週当た り労働 時間,名 目賃金=製 造 業manual

worker,時 間当た り収 入,実 質賃金:名 目賃金/消 費者物価,消 費者物 価=総 合消費 者物価指

数,工 業製 購 売物価 ・製造 業纏 緬 格指数 蝋 纈 鋤 得 ・雇用量 瑚 鵬 間減 質賃

金。 このうち労働時 間,名 目賃金,消 資者物価 および工業:製品卸売物価 について は旧西 ドイツ

地域の値であ る。 また.産 瞳 と雇 用量については199算 ま『d晒 ドイツ地域の値(あ る・
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附表4フ ランスの推 定結果

被 説 明 変 数 1970:⊥ 一1984:田. 1984:1、1-1998:W

総実質賃金所得
変化率耕一...

1.1十 〇,35X-2R2=0,34

(2,8)(5,6)

一1
.5十 〇,44X_2R2=0.64

(一9.6)(10.1)

雇用量変化率 料 一1 ,1十 〇.25x_zR2=0.55

(一6.3)(8.5)

一 2.1+0.37X_2R2=O.66

〔一16.4)〔10.4)一....一..一...

労働時間変化率料 一1.2十 〇.08XR2≡0.27

(一12.5)(4.7)

..一.一 一 〇
.1十 〇.02XR2=0.09

(一2,8)(2.5)

実質賃 金変化率 榊 3.3十 〇.08x-x=;0.05

(12.8)(2.0)

Q.7十 〇.05x一 、,x1=0.05一
(7.0)(1,9)..

名目賃 金変化率 料 13.7-0.D6×2R2.=0.00

(33.8)〔 一 〇.9)
.... rr一..

3,5-0.03X-2R2=一 〇.〔)1

(19.6)(一Q.5)
、一...r...一一....

一....消費者物価変化率淋 10.O-0.14x-2R2=0.06

(25.2)(一2.3)

2.8-0'08X-2R一=D.02

(14.3)〔 一 ユ.4)

工業製 品卸売物価

変化率**

7.4十 〇.6ユX-zx_=o.16

(7.o)(3,5)

0.5十 〇.61X..K`=0.32

(1.3)(4.9)......

労働生産性変化率
り

2.2十 〇.70XR`=0.92

〔13.7)(25.9)

2.1十 〇.72XR2=0.76

(10.8>(13.5)

注=ド イ ツ と同 様 にC)ECD,Mα η・Eσ ・即 知 ぐ疏 疏 αω那 に よ る.た だ し,工 業 製 品 卸 売 物 価=工

業 製 品 卸 売 物 価 指 数.ま た,労 働 時 間isILO,β 〃飽 加 げ ム 治曲r∫ たτごか5ご酷 記 載 の 製 造 業 週 当

た り労 働 時 間 で あ る 〔1996:1ま で はwageearIlersそ れ 以 降 はemployees)。
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附表5イ ギ リスの推 定結果

.

」

被 説 明 変 数

総実 質賃金所得

変化率

雇用量変化率**

実質賃.金変化率

1966:IV-1978:N

{〕.1..十.0.48X

(0.z)(4.1)

一

48×

4.1)

R`=0.25 一1 .1十 〇.45X

〔一3.2)(5.8)

.33X一.z

(7.3)

R2=0,52 一3.9十 〇,53X一

(一13.1)1:8,3}

0.30X

(6,8)

. R2一 一一〇.49 一〇.0+0.19x

(一 〇.03)(6.4)

16X一, 一

(一1.3)

Rx=0.01 3.0-0.38X一. 一
〔9.3>(一5,4)

一. D、78X

(一4.5)

R2=0.29 10.3一 〔}.81X

(20.ω(一7.3)..一

D,64X R2=0.21 :7.1-0,52X

1979:1-1995:皿

R2=0.33

(15.3)(一5,2)

R'=0,38

R2逼D.30

R2=0,44

R翼=0,29

R'≡0.19

労働生産性変化率 2.8十 〇.41XR2=0,46

(9.1)(6,5)

6,2-O.37X

(18.2)〔一5.O)

R2二D.27

4.1十 〇.36X

(10,8)(4,5>

R2=0.22

注;ド イ ツ と 同様 にOECD、M舳E`onomulndicatorsに よ る。 た だ し,名 目賃 金 二製 造 業 週 当

た り収 入/製 造 業 週 当た り労 働 時 間 。

.
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